
平成™™年š月š˜日 水曜日 (号外第��号)官 報
11

施
行
令
第
三
条
第
十
九
項
第
二
号
ロ
及
び
第
二
十
項
第
二
号
ロ
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に

掲
げ
る
事
項
と
す
る
。

一

施
行
令
第
三
条
第
十
九
項
第
二
号
ロ
に
規
定
す
る
前
所
有
者
又
は
同
条
第
二
十
項
第
二
号
ロ
に
規
定
す
る
前
所

有
者
が
同
条
第
十
九
項
第
二
号
ロ
に
規
定
す
る
振
替
国
債
又
は
同
条
第
二
十
項
第
二
号
ロ
に
規
定
す
る
振
替
地
方

債
の
振
替
記
載
等
を
受
け
た
特
定
振
替
機
関
等
又
は
適
格
外
国
仲
介
業
者
の
名
称

二

前
号
に
規
定
す
る
前
所
有
者
の
同
号
に
規
定
す
る
振
替
国
債
又
は
振
替
地
方
債
が
施
行
令
第
三
条
第
十
九
項
第

二
号
イ
又
は
第
二
十
項
第
二
号
イ
に
掲
げ
る
要
件
を
満
た
す
振
替
国
債
又
は
振
替
地
方
債
で
あ
る
こ
と
を
証
す
る

事
項

三

そ
の
他
参
考
と
な
る
べ
き
事
項

第
三
条
の
十
八
第
十
九
項
か
ら
第
二
十
五
項
ま
で
を
削
り
、
同
条
第
十
八
項
中
「
第
五
条
の
二
第
十
五
項
第
三
号
及

び
第
十
六
項
第
三
号
」
を
「
第
五
条
の
二
第
二
十
一
項
第
三
号
及
び
第
二
十
二
項
第
三
号
」
に
改
め
、
同
項
第
一
号
中

「
第
五
条
の
二
第
十
五
項
第
三
号
」
を
「
第
五
条
の
二
第
二
十
一
項
第
三
号
」
に
、「
同
条
第
十
六
項
第
三
号
」
を
「
同

条
第
二
十
二
項
第
三
号
」
に
、「
同
条
第
十
五
項
第
三
号
」
を
「
同
条
第
二
十
一
項
第
三
号
」
に
改
め
、「
特
定
振
替
機
関

等
」
の
下
に
「
又
は
適
格
外
国
仲
介
業
者
」
を
加
え
、「（
当
該
振
替
国
債
又
は
振
替
地
方
債
が
適
格
外
国
仲
介
業
者
か

ら
振
替
記
載
等
を
受
け
た
も
の
で
あ
る
場
合
に
は
、
当
該
適
格
外
国
仲
介
業
者
の
名
称
を
含
む
。）」
を
削
り
、
同
項
第

三
号
中
「
第
五
条
の
二
第
十
五
項
又
は
第
十
六
項
」
を
「
第
五
条
の
二
第
二
十
一
項
又
は
第
二
十
二
項
」
に
改
め
、
同

項
を
同
条
第
四
十
項
と
し
、
同
条
第
十
七
項
中
「
第
三
条
第
二
十
八
項
」
を
「
第
三
条
第
二
十
七
項
」
に
改
め
、
同
項

を
同
条
第
二
十
六
項
と
し
、
同
項
の
次
に
次
の
十
三
項
を
加
え
る
。

27

法
第
五
条
の
二
第
十
六
項
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。

一

法
第
五
条
の
二
第
九
項
に
規
定
す
る
非
課
税
区
分
口
座
又
は
同
条
第
十
項
に
規
定
す
る
非
課
税
区
分
口
座
の
設

定
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
の
氏
名
又
は
名
称
（
こ
れ
ら
の
非
課
税
区
分
口
座
の
設
定
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
が
適

格
外
国
証
券
投
資
信
託
の
受
託
者
で
あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
当
該
受
託
者
の
氏
名
又
は
名
称
及
び
そ
の
受
託
を

し
た
各
適
格
外
国
証
券
投
資
信
託
の
そ
れ
ぞ
れ
の
名
称
）
及
び
住
所
等

二

法
第
五
条
の
二
第
九
項
に
規
定
す
る
非
課
税
区
分
口
座
又
は
同
条
第
十
項
に
規
定
す
る
非
課
税
区
分
口
座
の
設

定
を
す
る
適
格
外
国
仲
介
業
者
の
特
定
国
外
営
業
所
等
の
名
称
及
び
所
在
地

28

施
行
令
第
三
条
第
二
十
九
項
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
同
条
第
三
十
四
項
の
規
定
に
よ
り
作
成

し
た
非
課
税
適
用
申
告
書
の
写
し
（
こ
れ
に
準
ず
る
も
の
を
含
む
。）に
記
載
さ
れ
た
当
該
非
課
税
適
用
申
告
書
を
提

出
し
た
者
の
氏
名
又
は
名
称
（
当
該
非
課
税
適
用
申
告
書
を
提
出
し
た
者
が
適
格
外
国
証
券
投
資
信
託
の
受
託
者
で

あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
当
該
受
託
者
の
氏
名
又
は
名
称
及
び
そ
の
受
託
を
し
た
各
適
格
外
国
証
券
投
資
信
託
の
そ

れ
ぞ
れ
の
名
称
）
及
び
住
所
等
（
異
動
申
告
書
が
提
出
さ
れ
た
場
合
に
あ
つ
て
は
、
同
項
の
規
定
に
よ
り
作
成
し
た

異
動
申
告
書
の
写
し
（
こ
れ
に
準
ず
る
も
の
を
含
む
。）に
記
載
さ
れ
た
当
該
異
動
申
告
書
を
提
出
し
た
者
の
氏
名
又

は
名
称
及
び
住
所
等
）
並
び
に
適
格
外
国
仲
介
業
者
の
特
定
国
外
営
業
所
等
の
名
称
及
び
所
在
地
と
す
る
。

第
三
条
の
十
八
第
四
項
中
「
第
五
条
の
二
第
一
項
第
一
号
ロ
」
を
「
第
五
条
の
二
第
一
項
第
二
号
イ
」
に
、「
同
条
第

一
項
第
二
号
ロ
」
を
「
同
号
ロ
」
に
改
め
、
同
項
第
三
号
中
「
こ
の
項
、
第
六
項
及
び
第
七
項
」
を
「
こ
の
条
」
に
、

「
同
条
第
一
項
」
を
「
同
項
」
に
改
め
、
同
項
第
四
号
中
「
第
十
八
項
第
二
号
」
を
「
第
四
十
項
第
二
号
」
に
改
め
、

同
条
第
五
項
中
「
第
三
条
第
七
項
及
び
第
八
項
」
を
「
第
三
条
第
五
項
及
び
第
六
項
」に
、「
同
条
第
七
項
及
び
第
八
項
」

を
「
同
条
第
五
項
及
び
第
六
項
」
に
、「
第
十
四
項
第
一
号
」
を
「
第
二
十
二
項
第
一
号
」
に
、「
振
替
国
債
非
課
税
適
用

申
告
書
又
は
振
替
地
方
債
非
課
税
適
用
申
告
書
」
を
「
非
課
税
適
用
申
告
書
」
に
、「
第
五
条
の
二
第
十
五
項
又
は
第
十

六
項
」
を
「
第
五
条
の
二
第
二
十
一
項
又
は
第
二
十
二
項
」
に
、「
第
十
四
項
第
五
号
」
を
「
第
二
十
二
項
第
五
号
」に
、

「
第
十
四
項
第
四
号
」
を
「
第
二
十
二
項
第
四
号
」
に
改
め
、
同
条
第
六
項
中
「
第
三
条
第
九
項
及
び
第
十
一
項
」
を

「
第
三
条
第
七
項
及
び
第
九
項
」
に
改
め
、
同
項
第
二
号
中
「
第
三
条
第
九
項
又
は
第
十
一
項
」
を
「
第
三
条
第
七
項

又
は
第
九
項
」
に
改
め
、
同
条
第
七
項
中
「
第
三
条
第
十
項
に
お
い
て
準
用
す
る
同
条
第
九
項
及
び
同
条
第
十
二
項
に

お
い
て
準
用
す
る
同
条
第
十
一
項
」
を
「
第
三
条
第
八
項
に
お
い
て
準
用
す
る
同
条
第
七
項
及
び
同
条
第
十
項
に
お
い

て
準
用
す
る
同
条
第
九
項
」
に
改
め
、
同
項
第
二
号
中
「
第
三
条
第
十
項
」
を
「
第
三
条
第
八
項
」に
、「
同
条
第
九
項
」

を
「
同
条
第
七
項
」
に
、「
同
条
第
十
二
項
」
を
「
同
条
第
十
項
」
に
、「
同
条
第
十
一
項
」
を
「
同
条
第
九
項
」に
改
め
、

同
条
第
八
項
中
「
第
三
条
第
十
四
項
」
を
「
第
三
条
第
十
二
項
」
に
改
め
、
同
項
第
二
号
中「
第
五
条
の
二
第
十
四
項
」

を
「
第
五
条
の
二
第
十
五
項
」
に
改
め
、
同
項
第
三
号
を
削
り
、
同
項
第
四
号
を
同
項
第
三
号
と
し
、
同
項
第
五
号
を

同
項
第
四
号
と
し
、
同
項
第
六
号
を
同
項
第
五
号
と
し
、
同
条
第
九
項
中
「
第
三
条
第
十
四
項
」
を
「
第
三
条
第
十
二

項
」
に
改
め
、
同
項
第
一
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

一

税
務
署
長
が
、
法
第
五
条
の
二
の
規
定
に
基
づ
く
措
置
を
適
正
に
実
施
し
て
い
る
か
ど
う
か
を
確
認
す
る
た
め

に
必
要
と
認
め
ら
れ
る
書
類
の
提
出
を
求
め
た
場
合
に
、
遅
滞
な
く
こ
れ
を
提
出
す
る
こ
と
を
約
す
る
書
類

第
三
条
の
十
八
第
九
項
第
二
号
中
「
振
替
国
債
非
課
税
適
用
申
告
書
又
は
振
替
地
方
債
非
課
税
適
用
申
告
書
」を「
非

課
税
適
用
申
告
書
」
に
、「
第
五
条
の
二
第
九
項
」
を
「
第
五
条
の
二
第
十
一
項
」
に
改
め
、
同
条
第
十
項
及
び
第
十
一

項
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

10

施
行
令
第
三
条
第
十
九
項
第
二
号
イ
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
振
替
国
債
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
者
の

区
分
に
応
じ
当
該
各
号
に
定
め
る
振
替
国
債
と
す
る
。

一

非
居
住
者
又
は
外
国
法
人
（
次
号
に
掲
げ
る
者
を
除
く
。）
そ
の
者
が
振
替
記
載
等
を
受
け
て
い
た
振
替
国
債

（
そ
の
利
子
に
つ
き
法
第
五
条
の
二
第
一
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
も
の
に
限
る
。）

二

非
居
住
者
又
は
外
国
法
人
で
法
第
八
条
第
一
項
に
規
定
す
る
金
融
機
関
又
は
同
条
第
二
項
に
規
定
す
る
金
融
商

品
取
引
業
者
等
に
該
当
す
る
者

そ
の
者
が
振
替
記
載
等
を
受
け
て
い
た
振
替
国
債

29

施
行
令
第
三
条
第
三
十
項
に
規
定
す
る
非
課
税
適
用
申
告
書
等
の
写
し
に
記
載
す
べ
き
財
務
省
令
で
定
め
る
事
項

は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。

一

施
行
令
第
三
条
第
三
十
項
の
規
定
に
よ
る
通
知
を
し
た
年
月
日
及
び
そ
の
通
知
の
内
容

二

そ
の
他
参
考
と
な
る
べ
き
事
項

30

適
格
口
座
管
理
機
関
は
、
施
行
令
第
三
条
第
三
十
四
項
の
規
定
に
よ
り
作
成
し
た
同
項
に
規
定
す
る
非
課
税
適
用

申
告
書
等
の
写
し
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
非
課
税
適
用
申
告
書
等
の
写
し
」
と
い
う
。）を
、
非
課
税
適
用
申
告

書
又
は
異
動
申
告
書
に
係
る
非
課
税
適
用
申
告
書
等
の
写
し
に
あ
つ
て
は
各
人
別
に
、
法
第
五
条
の
二
第
九
項
に
規

定
す
る
書
類
又
は
同
条
第
十
項
に
規
定
す
る
書
類
に
係
る
非
課
税
適
用
申
告
書
等
の
写
し
に
あ
つ
て
は
振
替
国
債
又

は
振
替
地
方
債
の
銘
柄
及
び
支
払
期
ご
と
に
整
理
し
、
こ
れ
ら
の
写
し
に
係
る
施
行
令
第
三
条
第
三
十
四
項
に
規
定

す
る
非
課
税
適
用
申
告
書
等
を
受
理
し
た
日
の
属
す
る
年
の
翌
年
か
ら
五
年
間
保
存
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

31

施
行
令
第
三
条
第
三
十
五
項
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
も
の
は
、
第
二
十
五
項
に
規
定
す
る
電
子
情
報
処

理
組
織
そ
の
他
情
報
通
信
の
技
術
を
利
用
す
る
方
法
と
す
る
。

32

適
格
口
座
管
理
機
関
は
、
そ
の
受
け
た
施
行
令
第
三
条
第
二
十
八
項
の
規
定
に
よ
る
通
知
が
書
面
に
よ
る
方
法
で

行
わ
れ
た
場
合
に
は
そ
の
受
理
し
た
書
面
を
当
該
受
理
し
た
日
の
属
す
る
年
の
翌
年
か
ら
五
年
間
保
存
し
、
そ
の
受

け
た
同
項
の
規
定
に
よ
る
通
知
が
同
条
第
三
十
五
項
に
規
定
す
る
方
法
で
行
わ
れ
た
場
合
に
は
同
条
第
三
十
六
項
の

規
定
に
よ
り
作
成
し
た
書
面
又
は
マ
イ
ク
ロ
フ
ィ
ル
ム
を
当
該
通
知
を
受
け
た
日
の
属
す
る
年
の
翌
年
か
ら
五
年
間

保
存
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

33

施
行
令
第
三
条
第
三
十
六
項
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
も
の
は
、
第
二
十
五
項
に
規
定
す
る
入
出
力
装
置

と
す
る
。

34

施
行
令
第
三
条
第
三
十
七
項
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。

一

施
行
令
第
三
条
第
三
十
七
項
に
規
定
す
る
申
請
書
を
提
出
す
る
者
の
営
業
所
等
（
法
第
五
条
の
二
第
五
項
第
八

号
に
規
定
す
る
外
国
間
接
口
座
管
理
機
関
が
振
替
国
債
又
は
振
替
地
方
債
の
振
替
記
載
等
を
受
け
る
こ
と
と
な
る

も
の
に
限
る
。）の
所
在
地

二

そ
の
他
参
考
と
な
る
べ
き
事
項

35

法
第
五
条
の
二
第
十
九
項
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。

一

法
第
五
条
の
二
第
十
九
項
に
規
定
す
る
通
知
を
す
る
適
格
外
国
仲
介
業
者
の
特
定
国
外
営
業
所
等
の
名
称
及
び

所
在
地

二

法
第
五
条
の
二
第
九
項
に
規
定
す
る
非
課
税
区
分
口
座
又
は
同
条
第
十
項
に
規
定
す
る
非
課
税
区
分
口
座
の
設

定
を
受
け
て
い
る
者
の
氏
名
又
は
名
称
（
こ
れ
ら
の
非
課
税
区
分
口
座
の
設
定
を
受
け
て
い
る
者
が
適
格
外
国
証

券
投
資
信
託
の
受
託
者
で
あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
当
該
受
託
者
の
氏
名
又
は
名
称
及
び
そ
の
受
託
を
し
た
各
適

格
外
国
証
券
投
資
信
託
の
そ
れ
ぞ
れ
の
名
称
）
及
び
住
所
等
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